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主な論点

国家間連携の発展：各国の経済的、地政学的、社会的な連携は、世界、地域、国それぞれの観点から、

時代の経過とともにどのように発展してきたのか？

グローバリゼーションの再構築：地域統合や地政学的同志国の関係性の強化は、国家間連携の脆弱化

を補うことができるのか？

変化の要因：国家間の連携を深化させ、国際関係における新たな秩序を形成している要因は何か？
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デロイト地経学動向指数

貿易関係

• 物品貿易＊

• サービス貿易＊

• 貿易協定の深さ

金融統合

• 普通株＊

• 債務残高＊

• FDI残高＊

• 銀行取引残高＊

地政学的連携

• 国連での投票傾向の類似性

• 共通した軍事同盟への加盟

• 制裁措置の厳しさ

• 軍事衝突における死者数

社会的関係

• 永住移民人口＊＊

• 難民人口＊＊

• 宗教的近似

40% 30% 20% 10%

指数値

＊ GDP比 ＊＊ 人口比

注：
• 変数を用い国家間の関係性の強弱を測定する

• 指数の算出においては、各“カントリーペア”をGDP平均値により加重平均する

体系と構成要素

• 2カ国ずつの“カントリーペア”を形

成し、各ペアの構成国の関係

の強弱を左記4つの軸で定量

化

• 地経学動向の変化を把握可

能にすべく、複数の“カントリーペ

ア”の相互関係を詳細に比較

• 249地域における3,200万超の

データポイント
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過去20年間における国家間の連携の強弱は、複数のフェーズに分類して捉えられる

1. 国家間連携の強弱は変動が激しく、足元では脆弱化の傾向にある

• 2001年にITバブルが引き起こした景気後退

は、2007年まで続いた大規模な金融統合

により回復の道を歩んだ

• 2008-2009年の金融危機とそれに続くユー

ロ危機は、金融の分断と貿易開放の停滞

をもたらした

• トランプ政権下における保護主義の強化は、

若干の貿易開放度の低下を招き、地政学

的分断のきっかけとなった

• 新型コロナウィルスの感染拡大中とその後

において、貿易は増加した

• 直近数年間においては、制裁措置と戦争

によって地政学的分断が深まっている
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近年においては、貿易・金融・地政学・社会それぞれの要素が示す連携の強弱が異なる方向に向いている

2. 異なる連携パターン：地政学的連携の脆弱化、経済的・社会的連携の持続

貿易関係

• 2001年の中国 WTO加盟を契機とす経済統合

• 保護主義による貿易の減退はコロナ禍に反転

金融統合

• ITバブル後の大規模な金融統合

• 金融危機とユーロ危機を通じた持続的な減速

地政学的連携

• 2010年代末までは安定

• 国家間戦争の再燃と制裁措置の増加により急速に悪化

社会的関係

• 長期的に一貫して上昇

2000年 2003年 2006年 2009年 2012年 2015年 2018年 2021年
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2. 異なる連携パターン：地政学的連携の脆弱化
地政学的連携は過去7年間で劇的に変化した

インド・パキスタン

日本・英国

日本・オーストラリア

米国・ブラジル米国・ロシア

米国・中国

ドイツ・ロシア

-30 -20 -10 0 10 20 30

地政学的連携指数：2016年～2023年における変化

地政学的連携指数の変化 （特定のカントリーペアの2016年～2023年における変化）

該当カントリーペア

のGDP平均値

(2023年)
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同一域内や同志国間の連携は、グローバル全体の連携よりも大幅に強化されている

3. 地域化と“フレンドショアリング”がグローバル連携の脆弱化を補う

グローバル EU+ASEANUSMCA

10倍

8倍

5倍

グローバルと地域・同志国連携の強化の比較

（基準年：2016年）

西側同志国間

7倍

※西側同志国とは、米国、カナダ、メキシコ、韓国、台湾、シンガポール、日本、オー

ストラリア、ニュージーランド、イスラエル、EU+を指す。

• 2016年以降、政治的に同志関係にある国家間の連携は、グロー

バル全体の連携よりも大幅に強化されている

• 米国、メキシコ、カナダ間の連携は、貿易拡大と金融システムの統

合の恩恵を受けた

• ASEANでは、特に金融統合が強化された

• 欧州では、サービス貿易が域内統合強化の主な推進力になってい

る

• 西側同志国間の連携の強化は、貿易と金融の統合の深化にも

起因するが、それ以上に軍事同盟の強化やBRICS諸国等に対す

る制裁措置の導入における協調といった政治要因の影響を受けて

いる
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欧州の連携は中国、ロシア、中東から新たなパートナーへと移行しつつある

4. 進化する欧州の連携

2016年～2023年における欧州と他地域/国の変化 （GDPが500億ドル超の地域/国）

連携強化

1. ウクライナ

2. 日本

3. ベネズエラ

4. シンガポール

5. インド

6. ペルー

7. ベトナム

連携後退

1. 中国

2. イラク

3. 韓国

4. イラン

5. ロシア

6. メキシコ

7. トルコ

連携強化 連携後退
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欧州と日本は、相互連携を強化し、世界各国との関係の多様化を目指している

5. 欧州と日本との連携は大幅に深化している

貿易

• 2019年、日本と欧州は経済連携協定を締結し、双方向の貿易におけるほぼすべての物品

の関税が撤廃された

• 2019年以降、日本＝欧州間の物品貿易は増加している一方で、物品の貿易開放度は実

際には停滞している

• それでも、サービスの貿易開放度は高まっており、貿易関係の深化を促進した

金融

• 日本から欧州への海外直接投資（FDI）フローは大きく伸びており、これは日本企業が欧

州市場に持続的に関心を寄せていることを示している

• 銀行の国際取引における債権・債務額は、2010年代初頭から拡大しており、金融統合が

進んでいることを象徴している

地政学

• 2023年1月に英国と日本が防衛協定に調印したことで、中国の脅威への対抗といった地政

学的な観点でも、日本と欧州は連携を深めたと言える

• 地政学的連携の強化は、欧州各国と日本の国連における投票の類似度スコアが2023年に

過去最高水準に達したことにも表れている

8



© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

複雑化する地経学環境をナビゲートするには

まとめ

地政学的な摩擦がグローバリゼーションの逆風となる一方で、高い貿易開放度と金融統合は依然として見られる

欧米諸国の地域的な連携や関係性の強化により、世界の分断が部分的に補われている

脱グローバリゼーションの流れは見られず、むしろ各国間の連携が再構築されている
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著者について
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